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平
成
26
年
度
一
般
会
計
決
算
の

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

○
主
な
内
容

　

歳
入
決
算
額
は
７
０
０
億
81
万

円
、
歳
出
決
算
額
は
６
７
４
億
４

８
５
２
万
円
と
な
り
、
差
引
残
額

25
億
５
２
２
９
万
円
は
、
翌
年
度

に
繰
り
越
さ
れ
ま
し
た
。

○
歳
入
の
主
な
も
の

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
２

８
３
億
３
７
８
２
万
円
で
一
般
会

計
の
40
・
５
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
、

大
規
模
商
業
施
設
の
新
増
築
や
、

企
業
業
績
の
回
復
傾
向
が
継
続
し

た
こ
と
に
よ
る
法
人
市
民
税
の
増

な
ど
に
よ
り
、
市
税
全
体
で
前
年

度
比
６
億
８
０
９
７
万
円
の
増
加

と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
国
か
ら
の
負
担
金
や
補

助
金
な
ど
で
あ
る
国
庫
支
出
金
は

１
０
８
億
１
０
０
０
万
円
（
15
・

４
パ
ー
セ
ン
ト
）
で
、
臨
時
福
祉

給
付
金
給
付
事
業
費
補
助
金
や
子

育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
給
付

事
業
費
補
助
金
な
ど
の
増
に
よ
り
、

前
年
度
比
２
億
２
１
５
８
万
円
の

増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
が
地
方
財
政
の
均
衡

を
図
る
た
め
の
地
方
交
付
税
は
83

億
１
０
９
９
万
円
（
11
・
９
パ
ー

セ
ン
ト
）
で
前
年
度
比
１
０
９
０

万
円
の
増
加
、
事
業
資
金
調
達
の

た
め
の
借
入
金
で
あ
る
市
債
は
76

億
７
９
８
０
万
円
（
11
パ
ー
セ
ン

ト
）
で
、
藤
塚
米
島
線
整
備
事
業

の
完
了
や
南
桜
井
駅
周
辺
整
備
事

業
な
ど
の
大
型
事
業
が
完
了
に
近

づ
い
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
比
３
億
３
７
５
６
万
円
の
減
少

と
な
り
ま
し
た
。

○
歳
出
の
主
な
も
の

　

歳
出
に
占
め
る
割
合
の
大
き
い

も
の
で
は
、
社
会
福
祉
な
ど
に
要

す
る
民
生
費
が
２
８
４
億
２
２
０

平
成
26
年
度
一
般

会
計
決
算
を
認
定

１
万
円
で
一
般
会
計
の
42
・
１
パ

ー
セ
ン
ト
を
占
め
、
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
繰
出
金
な
ど
の
増
に

よ
り
、
前
年
度
比
32
億
３
６
３
７

万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
一
般
事
務
経
費
や
災
害

対
策
な
ど
に
要
す
る
総
務
費
が
81

億
８
９
２
２
万
円
（
12
・
１
パ
ー

セ
ン
ト
）
で
、
財
政
調
整
基
金
積

立
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

比
９
億
６
７
７
４
万
円
の
減
少
と

な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
に
、
教
育
費
が
73
億

１
３
２
７
万
円
（
10
・
８
パ
ー
セ

ン
ト
）
で
、
小
中
学
校
体
育
館
耐

震
補
強
事
業
の
完
了
な
ど
に
よ
り

前
年
度
比
10
億
３
５
６
０
万
円
の

減
少
。
土
木
費
は
67
億
１
０
０
９

万
円
（
９
・
９
パ
ー
セ
ン
ト
）
で
、

歳
入
の
市
債
と
同
様
に
大
型
事
業

の
完
了
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比

で
４
億
３
０
９
３
万
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
【
賛
成
多
数
で
認
定
】

討
　
論

削
減
さ
れ
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を

元

に

戻

し
、

市

民

要

望

の

実
現
を
求
め
反
対
（
日
本
共
産
党
）

　

歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
と
臨

時
財
政
対
策
債
の
合
計
が
25
年
度

と
比
べ
て
約
２
億
円
減
少
し
た
も

の
の
、
交
付
税
措
置
は
安
定
し
て

い
ま
す
。
市
債
残
高
は
約
６
８
３

億
円
で
、
そ
の
う
ち
返
済
額
が
交

付
税
算
入
さ
れ
る
分
を
差
し
引
い

た
額
は
１
７
２
億
円
で
す
。
一
方
、

基
金
残
高
は
総
額
１
２
３
億
４
９

２
１
万
円
で
、
５
年
前
と
比
べ
て

約
３
倍
に
な
っ
て
い
ま
す
。
市
民

の
所
得
が
減
り
、
暮
ら
し
が
ま
す

ま
す
苦
し
く
な
る
も
と
で
、
市
民

の
税
金
は
た
め
込
み
に
熱
中
す
る

の
で
は
な
く
、
市
民
負
担
の
軽
減

や
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
取
り
組
み
、

子
育
て
も
老
後
も
安
心
の
春
日
部

市
に
す
べ
き
で
す
。

　

歳
出
で
は
、
総
務
費
に
お
い
て

民
間
に
市
税
の
電
話
催
告
業
務
を

委
託
し
て
い
ま
す
が
、
税
と
い
う

極
め
て
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
が
重
視
さ

れ
る
も
の
を
外
部
に
委
託
す
る
こ

と
は
問
題
で
す
。
ま
た
、
正
規
職

員
か
ら
嘱
託
職
員
と
い
う
名
の
臨

時
職
員
に
置
き
換
え
が
進
め
ら
れ

て
き
ま
し
た
。
本
来
は
正
規
職
員

と
し
て
採
用
す
べ
き
で
す
。

 
平
成
26
年
度

　
　
　
　

一
般
会
計
決
算
を
認
定

　

民
生
費
に
お
い
て
、
障
害
者
福

祉
費
で
は
、
重
度
心
身
障
が
い
者

に
対
す
る
入
所
施
設
も
公
的
通
所

施
設
も
な
く
、
民
間
に
頼
っ
て
い

る
状
況
で
す
。
高
齢
者
福
祉
費
で

は
、
77
歳
の
祝
金
が
削
減
さ
れ
た

ま
ま
で
す
。
児
童
福
祉
費
で
は
、

児
童
館
を
武
里
地
域
や
豊
春
地
域

に
も
整
備
す
べ
き
で
す
。

　

保
健
衛
生
費
で
は
、
が
ん
検
診

を
全
額
無
料
に
し
、
早
期
発
見
、

早
期
治
療
に
取
り
組
む
べ
き
で
す
。

ま
た
、
休
日
夜
間
診
療
の
早
期
実

施
を
求
め
ま
す
。

　

土
木
費
で
は
、
道
路
や
河
川
の

改
修
を
進
め
、
除
草
、
清
掃
な
ど

一
層
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

駅
付
近
の
連
続
立
体
交
差
事
業
は

一
向
に
進
ま
ず
、
橋
上
化
に
よ
る

東
西
自
由
通
路
の
建
設
な
ど
の
代

案
も
含
め
た
再
検
討
を
行
う
べ
き

時
期
に
来
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

　

農
林
水
産
業
費
で
は
、
農
家
の

経
営
を
支
援
し
、
農
家
を
継
ぐ
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、

具
体
的
で
実
効
性
の
あ
る
施
策
が

必
要
で
す
。
商
工
費
で
は
、
地
域

に
根
差
し
た
商
工
業
を
守
る
た
め

に
、
あ
ら
ゆ
る
振
興
策
を
と
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

学
校
教
育
費
で
は
、
小
中
学
校

　
　
　

４
ペ
ー
ジ
へ
続
く
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一　般　会　計

歳　　　入 歳　　　出

市 税 283億3,782万円 民 生 費 284億2,201万円

国 庫 支 出 金 108億1,000万円 総 務 費 81億8,922万円

地 方 交 付 税 83億1,099万円 教 育 費 73億1,327万円

市 債 76億7,980万円 土 木 費 67億1,009万円

県 支 出 金 41億   592万円 衛 生 費 62億4,706万円

繰 越 金 27億7,225万円 公 債 費 60億9,167万円

地 方 消 費 税
交 付 金 21億1,478万円 消 防 費 29億5,705万円

そ の 他 58億6,924万円 そ の 他 15億1,816万円

計 700億    81万円 計 674億4,852万円

特　別　会　計

区　  分 歳　　入 歳　　出

国民健康保険 294億7,759万円 283億6,646万円

介 護 保 険 145億3,181万円 138億4,757万円

後期高齢者医療 22億3,222万円 21億8,088万円

土 地 取 得 3億1,402万円 3億1,402万円

西 金 野 井 第 二
土地区画整理事業 2億4,198万円 2億2,986万円

看護専門学校 1億4,734万円 1億4,382万円

計 469億4,496万円 450億8,262万円

平成26年度　会計別決算
歳入総額　1,382億6,691万円 歳出総額　1,365億4,275万円

※計数については、それぞれ四捨五入をしているため、合計において一致しないものがあります。

企

業

会

計

区　　  分 収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出

水 道 事 業 45億9,975万円 44億2,422万円 5億9,384万円 9億3,009万円

病 院 事 業 73億2,908万円 89億1,416万円 13億8,843万円 14億6,502万円

下 水 道 事 業 42億9,796万円 43億1,207万円 31億1,208万円 39億6,604万円

市　税
20.5％

市　債
5.6％

国庫支出金
7.8％

地方交付税
6.0％

県支出金
3.0％

地方消費税交付金
1.5％

その他
4.2％

一般会計
50.6％

繰越金
2.0％

特別会計
34.0％

企業会計
15.4％後期高齢者

医療
1.6% 介護保険

10.5%

国民健康保険
21.3%

民生費
20.8％

土木費
4.9％

総務費
6.0％

公債費
4.5％

教育費
5.4％

衛生費
4.6％

その他
1.1％ 消防費

2.2％

国民健康保険
20.8%

介護保険
10.1%

水道事業
3.9%

病院事業
7.6%

看護専門学校
0.1%

西金野井第二
土地区画整理事業  
　　0.2%

土地取得
0.2%

後期高齢者
医療
1.6%

下水道事業
6.1%

一般会計
49.4％特別会計

33.0％

企業会計
17.6％

看護専門学校
0.1%

西金野井第二
土地区画整理事業

0.2%
土地取得

0.2%

水道事業
3.8%

病院事業
6.3%

下水道事業
5.4%



かすかべ議会だより

27年9月定例会号

4

　
　

２
ペ
ー
ジ
か
ら
の
続
き

の
普
通
教
室
へ
の
エ
ア
コ
ン
設
置

は
、
来
年
７
月
の
設
置
に
向
け
た

準
備
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、
大
い

に
評
価
し
ま
す
。
引
き
続
き
要
望

の
多
い
洋
式
ト
イ
レ
の
増
設
を
含

め
た
ト
イ
レ
の
改
修
を
早
急
に
進

め
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

　

社
会
教
育
費
で
は
、
公
民
館
使

用
料
は
無
料
に
戻
し
地
域
の
拠
点

と
な
る
充
実
を
求
め
ま
す
。
ま
た
、

図
書
館
に
継
続
性
の
な
い
指
定
管

理
者
制
度
の
導
入
は
問
題
で
す
。

　

歳
入
歳
出
差
し
引
き
残
額
や
基

金
の
積
み
立
て
金
は
、
削
減
さ
れ

た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
元
に
戻
し
、

市
民
の
暮
ら
し
を
支
え
、
市
民
要

望
実
現
の
た
め
に
使
う
べ
き
で
す
。

　

以
上
指
摘
し
て
、
反
対
し
ま
す
。

　

初
め
に
、
本
決
算
は
先
行
き
が

不
透
明
な
社
会
経
済
情
勢
の
中
、

山
積
す
る
行
政
課
題
の
解
決
に
向

け
て
、
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
予

算
執
行
に
努
め
ら
れ
た
も
の
と
評

価
し
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市

税
に
お
い
て
、
大
規
模
商
業
施
設

の
新
増
築
な
ど
に
よ
る
固
定
資
産

真
に
必
要
な
事
業
を
優
先
し
た

効
率
的
な
予
算
執
行
が
さ
れ
た

も
の
と
評
価
し
賛
成
（
新
政
の
会
）

税
の
増
、
企
業
業
績
の
回
復
傾
向

が
継
続
し
た
こ
と
に
よ
る
法
人
市

民
税
の
増
な
ど
に
よ
り
、
市
税
全

体
で
は
前
年
度
と
比
較
し
て
増
額

と
な
り
ま
し
た
。
今
後
も
自
主
財

源
の
確
保
に
向
け
て
、
さ
ら
な
る

収
納
対
策
と
と
も
に
、
中
長
期
的

な
視
点
に
立
っ
た
取
り
組
み
に
期

待
す
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

国
庫
支
出
金
に
つ
い
て
は
、
国

の
補
正
予
算
な
ど
に
よ
り
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
国
庫
支
出
金

は
本
市
の
施
策
を
進
め
て
い
く
上

で
貴
重
な
財
源
と
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
に
お
い
て
も
国
の
動
向
に
注

視
し
、
積
極
的
に
活
用
す
る
こ
と

を
望
む
も
の
で
す
。

　

次
に
、
歳
出
で
は
、
総
務
費
の

防
災
費
各
事
業
に
お
い
て
、
防
災

対
策
本
部
及
び
自
主
防
災
組
織
な

ど
の
強
化
、
充
実
を
図
っ
た
こ
と

は
、
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
に

寄
与
す
る
も
の
と
考
え
ま
す
。

　

民
生
費
で
は
、
保
育
所
施
設
の

老
朽
化
に
伴
い
、
児
童
が
よ
り
安

心
で
安
全
な
保
育
所
で
の
生
活
を

送
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
旧
第

１
・
第
２
保
育
所
を
統
合
し
、
武

里
南
保
育
所
を
建
築
す
る
な
ど
、

子
育
て
施
策
の
充
実
が
う
か
が
え
、

高
く
評
価
で
き
る
も
の
で
す
。

　

土
木
費
で
は
、
中
央
通
り
線
や

武
里
内
牧
線
な
ど
の
幹
線
道
路
の

整
備
や
春
日
部
駅
西
口
環
境
整
備

事
業
に
も
積
極
的
に
取
り
組
み
、

さ
ら
に
市
営
住
宅
民
間
借
り
上
げ

型
整
備
事
業
に
お
い
て
、
民
間
の

賃
貸
住
宅
を
借
り
上
げ
、
低
廉
な

家
賃
で
住
宅
を
提
供
す
る
新
た
な

取
り
組
み
に
着
手
す
る
な
ど
、
国

庫
補
助
や
民
間
活
力
を
最
大
限
に

活
用
す
る
こ
と
で
、
財
政
負
担
も

考
慮
し
な
が
ら
、
都
市
基
盤
整
備

の
着
実
な
推
進
が
図
ら
れ
た
も
の

と
評
価
し
ま
す
。

　

消
防
費
で
は
、
消
防
救
急
無
線

デ
ジ
タ
ル
化
整
備
の
完
了
に
よ
り
、

消
防
力
の
強
化
が
図
ら
れ
、
さ
ら

な
る
市
民
の
安
全
安
心
が
推
進
さ

れ
る
も
の
と
期
待
し
ま
す
。

　

教
育
費
で
は
、
小
中
学
校
普
通

教
室
等
エ
ア
コ
ン
整
備
事
業
に
お

い
て
、
平
成
28
年
７
月
１
日
の
稼

働
に
向
け
た
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
可
能
調

査
な
ど
の
支
援
業
務
が
開
始
さ
れ
、

快
適
な
教
育
環
境
の
整
備
に
向
け

た
取
り
組
み
が
積
極
的
に
図
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

以
上
の
と
お
り
、
歳
出
に
つ
い

て
は
、
市
民
生
活
に
真
に
必
要
な

事
業
を
優
先
し
た
効
率
的
な
予
算

執
行
が
さ
れ
た
も
の
と
受
け
と
め

て
い
ま
す
。

　

最
後
に
、
今
後
に
お
い
て
も
、

限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
か
つ
効
率

的
に
活
用
し
、
よ
り
一
層
の
市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
る
よ
う

要
望
し
て
、
賛
成
討
論
と
し
ま
す
。

 9 月 定 例 会 　 審 議 結 果
市長提出議案 （○：賛成　╳：反対）

議案番号
　　

議　　案　　名　　　 
 （　）は付託委員会名

審議結果

新

政

の

会

新

風

会

公

明

党

日
本
共
産
党

社
会
民
主
党

民

主

党

無

所

属

議案第 64 号 個人情報保護条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 65 号 印鑑条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 66 号 住民基本台帳カードの利用に関する条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 67 号 職員の再任用に関する条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 68 号 手数料条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 69 号 防災行政無線デジタル化更新工事請負契約の締結 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 70 号 豊春小学校体育館耐震対策工事請負契約の締結 （教育環境）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 71 号
財産の取得（春日部消防署災害対応特殊救急自動車及び高度救
命処置用資機材）

（総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



かすかべ議会だより

27年9月定例会号

5

市長提出議案 （○：賛成　╳：反対）

議案番号
　　

議　　案　　名　　　 
 （　）は付託委員会名

審議結果

新

政

の

会

新

風

会

公

明

党

日
本
共
産
党

社
会
民
主
党

民

主

党

無

所

属

議案第 72 号 平成26年度水道事業会計未処分利益剰余金の処分 （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 73 号 平成26年度一般会計決算認定 （各委員会）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 74 号 平成26年度国民健康保険特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 75 号 平成26年度後期高齢者医療特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 76 号 平成26年度介護保険特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 77 号 平成26年度土地取得特別会計決算認定 （総　　務）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 78 号
平成26年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理事
業特別会計決算認定

（建　　設）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 79 号 平成26年度市立看護専門学校特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 80 号 平成26年度水道事業会計決算認定 （建　　設）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 81 号 平成26年度病院事業会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 82 号 平成26年度下水道事業会計決算認定 （建　　設）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 83 号 平成27年度一般会計補正予算（第２号） （各委員会）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 84 号 平成27年度国民健康保険特別会計補正予算（第１号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 85 号 平成27年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 86 号 平成27年度介護保険特別会計補正予算（第２号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 87 号
平成27年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理事
業特別会計補正予算（第１号）

（建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 88 号 平成27年度市立看護専門学校特別会計補正予算（第１号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 89 号 平成27年度病院事業会計補正予算（第２号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議員提出議案 （○：賛成　╳：反対　−：退席）

議案番号
　　

議員提出議案名　　　 
 （　）は付託委員会名

審議結果

新

政

の

会

新

風

会

公

明

党

日
本
共
産
党

社
会
民
主
党

民

主

党

無

所

属

議第13号議案 議会会議規則の一部改正 （付託省略）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議第 14 号議案 地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書 （付託省略）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議第 15 号議案 川内原発の再稼働に断固抗議し、停止を求める意見書 （付託省略）否　　決 × ×5
− 1 × ○ ○ × ×

請　願 （○：賛成　╳：反対　−：退席）

請願番号
　　

請　　願　　名　　　 
 （　）は付託委員会名

審議結果

新

政

の

会

新

風

会

公

明

党

日
本
共
産
党

社
会
民
主
党

民

主

党

無

所

属

請願第 3 号
「戦争法」（平和安全法制整備法、国際平和支援法）案の廃案を求
める意見書の提出についての請願

（総　　務）不 採 択 × ×5
− 1 × ○ ○ × ×


